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A-0808 統合評価モデルを用いた気候変動統合シナリオの作成及び気候変動政策分析 
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［要旨］世界における気候変動緩和策を評価するためのモデルとして、世界を対象とした技術選

択モデル（AIM/Enduse[Global]）や応用一般均衡モデル（AIM/CGE[Global]）、わが国の温暖化対

策の影響を評価するための応用一般均衡モデル（AIM/CGE[Japan]）の改良を行い、気候変動緩和

策として様々な削減目標に対する限界削減費用や削減ポテンシャルの推計、対策導入による経済

活動への影響について分析を行った。AIM/Enduse[Global]とAIM/CGE[Japan]は、サブテーマ(3)で

改良されたAIM/Enduse[Japan]とともに、2008年に行われたわが国の2020年の温室効果ガス削減目

標の選択肢について検討を行った中期目標検討委員会において用いられたモデルである。また、

AIM/CGE[Japan]は、わが国の2020年の温室効果ガス排出量の25％削減を検討した中央環境審議会

中長期ロードマップ小委員会での経済影響分析や、温暖化対策税の検討等に用いられたモデルで

ある。AIM/CGE[Global]は、国立環境研究所内外のモデルとともにIPCC（気候変動に関する政府間

パネル）の第五次評価報告書作成に向けて気候モデルの入力となる新しい排出シナリオRCP（代表

的濃度経路）のうち、放射強制力を6W/m2に安定化させる温室効果ガスの排出経路を分析し、さら
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に、AIM/Enduse[Global]やAIM/CGE[Global]は、国際的なモデル比較研究であるAME（Asia Modeling 

Exercise）やEMF（Energy Modeling Forum）に参加し、長期の結果を提供してきた。以上のよう

に、本研究課題で開発してきたモデル群は、国内の気候変動緩和策の検討や国際的な温暖化対策

研究に対して多大な貢献をしてきた。 

 

［キーワード］統合評価モデル、気候変動緩和策、低炭素社会、将来シナリオ、政策評価 

 

１．はじめに 

 国立環境研究所、京都大学、みずほ情報総研では、これまでに地球温暖化の影響と排出削減の

効果を分析するために、排出モジュール、気候モジュール、影響・適応評価モジュールからなる

AIM（Asia-Pacific Integrated Model）を開発し、わが国における炭素税の効果や、IPCC（気候

変動に関する政府間パネル）のSRESシナリオの作成、アジア主要国におけるモデルの適用と温暖

化対策の評価を行ってきた。地球温暖化は、対象範囲は世界全体と広範囲にわたるとともに、100

年以上の長期を対象としており、複雑な利害関係と問題のもつ不確実性の大きさから、政策と科

学が両輪となって取り組む必要がある課題である。こうした課題に取り組むにあたって、現時点

の行動・判断を将来に投影し、問題解決の材料とすることは必要不可欠であり、シナリオアプロ

ーチと呼ばれる手法が国内外において積極的に採用されてきた。今後も、温暖化政策を検討する

にあたっては、長期及び短期、国及び世界といった様々な視点を反映させた变述的、定量的なシ

ナリオの作成が、重要な役割を担い、社会経済、排出量、気候変動、影響の相互を整合的に描い

た気候変動統合シナリオが求められる。IPCCでは、第五次評価報告書に向けた新シナリオ（以下、

IPCC新シナリオ）の作成を目的とした専門家会合をこれまでに開催し、SRESシナリオに代わる新

たな長期かつ世界を対象とした社会経済・温室効果ガス排出シナリオの作成、気候変動や影響と

の整合性を高めたシナリオの作成、各国詳細シナリオの作成、シナリオ作成過程への途上国参加

の強化、といった点の必要性を強調し、AIMモデルもその1つとして作業を担ってきた。こうした

作業において、日本及びアジアの視点で作成されたシナリオを提供し、議論に参加することは、

長期的かつ国際的な温暖化政策をわが国が先導するうえでも極めて重要である。 

 国内では、京都議定書の第一約束期間が2008年より始まるとともに、第一約束期間後の議論が

開始されており、わが国においても、長期的な対応や国際交渉における温室効果ガス排出削減量

の各国分担についての議論をにらみつつ、中期的な温室効果ガス排出量の削減目標に関する議論

が開始された。さらに、環境税や排出量取引のほか、セクター別アプローチなど様々な施策が提

案されており、中期目標の設定とともに、最も持続的でかつ経済発展を損なうことがない対策を

見出すことが重要である。 

 

２．研究目的 

 本研究課題の目的は、これまでにAIMのモジュールとして構築してきたモデル群を対象に、最新

の科学的知見を反映するように個々のモデルを改良する作業や、データの更新、複数のモデルの

統合を行い、各種フィードバック効果も考慮しつつ、温室効果ガスの排出、気温上昇、温暖化影

響に関する一貫性を持った世界シナリオの開発を行うことである。得られた成果は、IPCC新シナ

リオの作成やわが国における温暖化対策の推進、アジアの発展途上国における温暖化対策の促進
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に貢献することが期待できる。以上の目的を達成するために、本サブテーマでは、世界を対象と

した技術選択モデルと応用一般均衡モデルの改良とそれらを用いた世界シナリオの作成、わが国

を対象とした応用一般均衡モデルの改良によるわが国における温暖化対策の政策分析を実施する

ことを目的とする。 

 

３．研究方法 

 本研究は、図1に示すように、温室効果ガスの排出、気温上昇、温暖化影響に関する一貫性を持

った将来像の描出（気候変動統合シナリオの作成）を行うものである。そのために、既開発の排

出・気候・影響モデルの改良と統合を行った。 

 

日本応用一般均衡モデル
（AIM/CGE [Japan]）

日本技術選択モデル
（AIM/Enduse [Japan]）

世界技術選択モデル
（AIM/Enduse [Global]）

世界応用一般均衡モデル
（AIM/CGE [Global]）

日本応用一般均衡モデル
（AIM/CGE [Japan]）

日本技術選択モデル
（AIM/Enduse [Japan]）

他のサブテーマ サブテーマ(1)

簡易気候モデル
（AIM/Climate）

↑ 将来のGHG排出量

↓ 気候安定化のための
GHG排出量

↑ 将来のGHG排出量

↓ 気候安定化のための
GHG排出量

大気汚染評価モデル
ダウンスケールモデル

← 将来の活動量

→ 将来の技術

← 将来の活動量

→ 将来の技術

↑ 各国の特性

↓ 貿易構造

技術データの共有

データの更新
将来シナリオの設定

政策分析
中期目標設定／温暖化対策効果・影響分析

トレーニングの実施

影響モデル
（AIM/Impact）

影
響
の
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

 

図1 各サブテーマで対象とするモデル群とその関係 

 

 シナリオ作成にあたっては、サブテーマ(2)と(3)からそれぞれ提供される各国排出割当と各国

将来シナリオを反映させる。本サブテーマで改良した世界モデルは、温暖化対策技術に焦点を当

てたボトムアップ型のモデルであるAIM/Enduse[Global]と、様々な活動の整合性をとらえたトッ

プダウン型の応用一般均衡モデルであるAIM/CGE[Global]であり、わが国を対象とした応用一般均

衡モデルであるAIM/CGE[Japan]についても改良を行った。AIM/CGE[Global]は、IPCC新シナリオで

気候モデルへの入力となる各ガスの排出経路の計算に用いられるとともに、AIM/Enduse[Global]

とともにAME（アジア・モデリング・エクササイズ）やEMF（エネルギー・モデリング・フォーラ

ム）等の国際的な比較研究プロジェクトに計算結果を提供してきた。一方、日本モデルである

AIM/CGE[Japan]は、サブテーマ(3)で改良されたAIM/Enduse[Japan]とともに、わが国における中

期目標や温暖化対策税等の環境政策の影響を評価するための計算に使用された。以下で、各モデ

ルについて構造等を説明する。 
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（１）世界を対象とした技術選択モデルAIM/Enduse[Global] 

 世界技術選択モデル(AIM/Enduse[Global])は、世界32地域を対象に中長期的な温室効果ガス排

出削減対策を技術的観点から評価するモデルである。本モデルは、大きく分類するとマクロ経済

指標推計、サービス需要量推計、温室効果ガス排出量推計からなる（図2参照）。まず、社会経済

マクロフレームモデルを用いてマクロ経済指標の推計を行う。社会・経済マクロフレームモデル

は、人口および労働力を入力として、将来のGDP（実質価格）および産業別付加価値額（実質価格）

を推計する供給型のマクロ経済モデルである。次に、鉄鋼生産モデル、セメント生産モデル、輸

送量モデル、民生エネルギーサービスモデル、農業生産モデル、廃棄物発生モデルといった要素

モデルを用いて鉄鋼生産量、セメント生産量、輸送量、冷暖房需要、農業生産量等のサービス需

要量を推計する。これらの要素モデルでは、社会・経済マクロフレームモデルで推計されたGDPが

入力として用いられる。最後に、技術積み上げモデルを用いて温室効果ガス排出量の推計を行う。

世界技術積み上げモデルでは、約200～300種の具体的技術を対象とし、それらの技術の将来の普

及量を積み上げることにより温室効果ガス排出量を推計する。具体的には、地域毎に想定された

エネルギーサービス需要（冷房需要や輸送量等）を満たすように、初期費用と運転費用を考慮し

たシステムの総費用が最小となるように個々の技術の普及量が決定される。 

 

人口および世帯数

鉄鋼
生産モデル

セメント
生産モデル

輸送量
モデル

民生エネルギー
サービスモデル

農業
生産モデル

一般廃棄物
発生モデル

鉄鋼生産量 セメント生産量
第二次産業
付加価値額

輸送量
（旅客・貨物）

家庭エネルギー
サービス需要量

農業生産量 廃棄物発生量

技術積み上げモデル
発電部門

GHG 排出量

フロンガス
発生量

エネルギー採掘量

モデル

技術 DBエネルギー DB

技術積み上げモデル
エネルギー採掘部門

鉄鋼部門 セメント部門 その他産業 運輸部門 家庭部門

業務エネルギー
サービス需要量

業務部門 農業部門 廃棄物部門 フロンガス部門

データベース

技術積み上げモデル

マクロ経済指標推計

サービス需要量推計

技術積み上げモデル

電力需要量

エネルギー価格

排出係数

費用 (初期, O&M)

効率

寿命

普及率

変数

フロンガス
排出モデル

GDP &
産業別付加価値額

社会経済マクロフレーム
モデル

人口世帯動態モデル

エネルギー資源
DB

石油埋蔵量

石炭埋蔵量

ガス埋蔵量

バイオマス

太陽光

風力

エネルギー資源
供給量

社会経済シナリオ

 

図2 世界技術選択モデルの概要 

 

 本モデルでは、主要な温室効果ガス排出国に注目し、アジア地域を中心に世界を32地域に分類

し（表1参照）、地域毎の削減量や削減費用を比較検討する。人為起源の温室効果ガスについては、
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京都議定書に定められるCO2，CH4，N2O, HFCs，PFCs，SF6を分析対象としている。技術積み上げモ

デルでは、エネルギー技術、非エネルギー技術を含め主要な温室効果ガス排出削減技術を評価の

対象としている（表2参照）。ただし、2020年までの分析においては、現在において実用化されて

いる既存の技術のみを評価対象としている。例えば、CCSは2020年の分析には含まれていない。一

方、2030年以降から2050年までの分析においては、革新的な技術も評価対象として考慮している。

また、表2に示す発電部門において原子力、水力、地熱発電はシナリオとしてベースラインでは考

慮しているが、各国の政策や社会からの受容などの要因が大きいため対策技術としては考慮して

いない。 

 

表1 世界技術選択モデルにおける地域分類 

Code  地域名 Code  地域名 

JPN 日本 CAN カナダ 
CHN 中国 USA 米国 
IND インド XE15 EU（西欧15カ国） 
IDN インドネシア XE10 EU（東欧10カ国） 
KOR 韓国 XE2 EU（東欧2カ国） 
THA タイ TUR トルコ 
MYS マレーシア XEWI その他西欧（AnnexⅠ国） 
VNM ベトナム XEEI その他東欧（AnnexⅠ国） 
XSE その他東南アジア XENI その他ヨーロッパ 
XSA その他南アジア RUS ロシア 
XEA その他東アジア ARG アルゼンチン 
XCS 中央アジア BRA ブラジル 
XME 中東 MEX メキシコ 
AUS オーストラリア XLM その他南米 
NZL ニュージーランド ZAF 南アフリカ 
XOC その他オセアニア XAF その他アフリカ 

 

表 2 対象ガスおよび対象部門  

温室効果 
ガス 

部門 サービス分類 

CO2 

発電部門 
火力発電（石炭，石油，天然ガス），再生可能エネルギー（風
力，太陽光，バイオマス） 

産業部門 鉄鋼，セメント，その他産業（ボイラー,モーター等） 

運輸部門 
乗用車，トラック，バス，鉄道（旅客，貨物），船舶，飛行機，
(パイプライン輸送や国際輸送を除く) 

民生家庭 
冷房，暖房，給湯，調理，照明，冷蔵庫，テレビ(家庭のみ) 

民生業務 

CH4 
N2O 

農畜産部門 稲作，農耕地土壌，家畜反芻，家畜糞尿管理 

廃棄物部門 一般廃棄物 

CH4 燃料漏洩 燃料漏洩（石炭，石油，天然ガス） 

HFCs 
PFCs 
SF6 

フロンガス 
HCFC-22の副産物，冷媒，エアロゾル，断熱材・発泡剤，洗浄剤，
金属生産工程，絶縁ガス，その他 

 

（２）世界を対象とした応用一般均衡モデルAIM/CGE[Global] 

 AIM/CGE[Global]は、表3に示すように世界を24地域、経済活動を21部門（発電部門については

更に詳細に検討）に分割した逐次均衡型の応用一般均衡モデルである。図3にモデルの概要を示す。 
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表3 AIM/CGE[Global]での地域及び経済活動の定義 

地域* 経済活動 
JPN 日本 (OECD90) AGR 農業 
CHN 中国 (Asia) LVK 牧畜業 
KOR 韓国 (Asia) FRS 林業 
IDN インドネシア (Asia) FSH 漁業 
IND インド (Asia) OMN 鉱業（化石資源を除く） 
THA タイ (Asia) EIS エネルギー集約産業 
XSE その他東南アジア (Asia) M_M 機械製造業 
XSA その他南アジア (Asia) FOD 食品製造業 
AUS オーストラリア (OECD90) OMF その他製造業 
NZL ニュージーランド (OECD90) WTR 水道業 
XRA その他アジア太平洋地域 (Asia) CNS 建設業 
CAN カナダ (OECD90) TRT 運輸業 
USA 米国 (OECD90) CMN 通信業 
XE15 西ヨーロッパEU15地域 (OECD90) OSG 公的サービス業（教育、医療等） 
XE10 東ヨーロッパEU10地域 (REF) SER その他サービス業 
RUS ロシア (REF) COA 石炭 
XRE その他ヨーロッパ (REF) OIL 原油 
BRA ブラジル (LAM) P_C 石油製品 
MEX メキシコ (LAM) GAS 天然ガス 
ARG アルゼンチン (LAM) GDT 都市ガス 
XLM その他ラテンアメリカ (LAM) ELY** 電力 
XME 中東 (LAM)  
ZAF 南アフリカ (LAM) 
XAF その他アフリカ (LAM) 

* (  )内はSRES(IPCC, 2000) 1)で示されている4地域を示す（OECD90: 1990年におけるOECD地域、REF: 経
済移行国、Asia: アジアにおける発展途上国、LAM: ラテンアメリカ、アフリカ、中東。  

** 発電部門については、以下のようなサブ部門を設定している：石炭火力、石油火力、ガス火力、原子力、
水力、バイオマス、廃棄物、地熱、太陽光、風力、その他再生可能エネルギー。火力発電についてはIGCC
のような高効率発電についても想定しており、火力、バイオマス発電についてはCCS付発電についても設
定している。  
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図3 AIM/CGE[Global]の全体構造 
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 各部門の生産構造は、入れ子構造のCES生産関数を仮定している。原油、石炭、天然ガスを除く

産出された財は、域内向けと輸出向けに割り振られ、域内向けの財と輸入財が統合されて、最終

消費財、投資財、中間財として各地域内に供給される（アーミントン仮説）。原油、石炭、天然

ガスについては、生産された財は一旦国際市場に供給され、各地域は域内需要を満たすように国

際市場から購入すると仮定している。これは、これらの化石燃料については金銭的な均衡だけで

はなく物量についても均衡させるために、アーミントン仮説のような産出地間の違いを想定して

いないことと、採掘による枯渇を考慮しており、他の財のようにアーミントン仮説を適用して相

対貿易を100年後までモデル化すると、資源が採掘し尽くされた場合に発生する問題を回避するた

めである（なお、アーミントン仮説の係数を変更させることでこの問題を回避させることも可能

であるが、こうした方法をここでは採用していない）。また、農業、牧畜業、林業、バイオマス

エネルギー供給部門（バイオマス発電を含む）については、生産要素として土地が必要となり、

漁業、鉱業、石炭、原油、天然ガスについては生産要素として資源も想定している。石炭、原油、

天然ガスについては、Rogner(1997) 2)に基づき、採掘量に応じて採掘費用が上昇すると仮定して

いる。発電部門では、火力発電、水力発電、原子力発電など、異なる種類の発電形態を想定して

いる。また、投資と資本の関係は、putty-clay型を想定しており、投資財はどの部門にも用いる

ことが可能であるが、一度設置されると部門間を移動することはないと仮定している。このため、

すべての部門については、既存設備を使用した部門と、新規投資を使用した部門を明確に区別し

ており、既存設備を使用した生産部門については、前期まで使用されている資本を引き継いで生

産活動を行うが、新規投資を使用した生産部門については、前期以降の総投資額の範囲内で、各

部門に投資財が配分され、生産活動を行う。なお、新規投資を使用した生産部門については、よ

りエネルギー効率の高い技術やエネルギー集約産業におけるCCS付技術といった複数の技術を設

定している。また、エネルギー効率改善等の技術進歩は、新規投資を使用した生産部門について

のみ適用し、既存設備を使用した部門については、前期までの効率を引き継ぐ（前期に新規投資

を使用した部門がある場合は、その資本のシェアに応じて効率が改善する）としている。 

 最終需要部門は、家計と政府を統合した部門を想定しており、効用を最大にするように最終消

費財が選好される。最終需要部門も新規投資を使用した生産部門と同様に複数の技術が選択可能

である。また、各期の貯蓄（＝投資）は、想定されている経済成長率を達成するように前提とし

て与えられる。このほか、各期の需要のうち、食料については、1人あたり所得に応じて需要量を

設定している。 

 

（３）日本を対象とした応用一般均衡モデルAIM/CGE[Japan] 

 AIM/CGE[Japan]は、日本を対象としたトップダウンモデルに類型化されるモデルである。この

モデルでは、各主体のエネルギー効率等の技術係数を所与のものとして、整合的な解を導くもの

である。つまり、AIM/CGE[Japan]は、AIM/Enduse[Japan]等他のモデルの試算結果や統計情報から

得られた様々な想定での効率変化や、その技術を導入するための追加的な費用、技術導入のため

の補助金額を組み入れて計算を行い、炭素税導入と追加的対策の導入によるマクロ経済への影響

を分析するものである。 

 本モデルは、2000年をベンチマークとしている。各種パラメータは、2000年の産業連関表等で

表される様々な状況を再現するようにキャリブレーション法で設定されている。計算期間は2000
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年から始まり、将来（2008年11月時点では2020年まで）の毎年を対象としている。異時点の取り

扱いは逐次計算としている。つまり、2000年の初期条件を受けて、2001年の条件（資本ストック

の賦存量や効率改善）が決定され、それをもとに2001年の均衡解が計算され、その結果が2002年

の条件に反映されるという過程を、最終年まで繰り返す。現時点では、様々な用途への拡張を念

頭に置いて、産業連関表統合中分類に相当する区分でデータを整備している。本モデルでは、生

産部門、家計部門、政府部門の3つの主体が想定されている。図4にモデルの全体構造を、表4に本

モデルの財及び生産部門の内訳を示す。以下では、各部門の概要について説明する。 

 

家計部門

生産部門

政府部門

資本

労働

財市場

中
間
財

エ
ネ
ル
ギ
ー

CO2

投資財

最終消費財

エネルギー
市場

CO2
エネルギー

海外部門

税・所得移転

税・補助金

廃棄物処理
部門

投資財

廃棄物 廃棄物
再
生
品

貿易

資
本

 

図4 モデルの全体構造 

 

１） 生産部門 

 生産部門は、利潤最大化のもと、資本、労働、中間財（エネルギーを含む）を投入して様々な

財を産出する。CO2の排出は、エネルギー投入のうち、化石燃料の燃焼分のみを対象としている。

資本と労働は家計部門より投入される。なお、労働は部門間の移動が自由であるのに対して、資

本は一度設置されると部門間の移動は不可能としている。 

 資本と労働間の代替弾力性は1、エネルギーの国産品、輸入品間の代替弾力性が無限大である以

外は、代替弾力性は0と定義している。これは、1年という短期間ではエネルギー転換等は起こら

ないが、長期的には設備の更新によって転換が可能という発想に基づいている。つまり、図5に示

すように、エネルギーを消費する設備の更新の程度にあわせて効率改善が進むものとしている。

ここで、効率改善は、エネルギー投入量の他、各種汚染物の発生量も対象としている。また、本

モデルでは、国産品と輸入品を明確に区分しており、エネルギー以外の財についてはこれらのシ

ェアも固定しているが、シナリオによって変更が可能である。なお、エネルギーについては国産

品と輸入品については完全に同質とみなしている。また、リサイクル財（産業連関表で明示され

ている屑・副産物のような有価物ではなく、処理される廃棄物）についても、生産財との代替弾

力性は0としている（新規技術の導入により、廃棄物の投入が拡張されるとみなす）。このように、
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同じ種類の財について、代替弾力性を0もしくは無限大と定めている背景には、本モデルでは廃棄

物も取り扱っているために、物質収支を保存させる必要がある点が挙げられる。なお、廃棄物処

理部門では、廃棄物種別、処理別に活動を定義している。 

 各部門が産出する財は、産業連関表の付帯表であるＶ表に従う。各財の分配の弾力性は0と仮定

している（シェアは固定）。生産された各財は、国内への供給と輸出に配分されるが、これらの

区別はないとしている。ただし、本モデルは、一国を対象としているモデルであることから輸出

に対しては上限値、下限値を設定している。 

 

表4 本分析で整備しているデータにおける部門・財の区分 

001 耕種農業 001 耕種農業 048 その他の一般機器 048 その他の一般機器
002 畜産 002 畜産 049 事務用・サービス用機器 049 事務用・サービス用機器
003 農業サービス 003 農業サービス 050 民生用電子・電気機器 050 民生用電子・電気機器
004 林業 004 林業 051 電子計算機・同付属装置 051 電子計算機・同付属装置
005 漁業 005 漁業 052 通信機械 052 通信機械
006 金属鉱物 006 金属鉱物 053 電子応用装置・電気計測機 053 電子応用装置・電気計測機
007 非金属鉱物 007 非金属鉱物 054 半導体素子・集積回路 054 半導体素子・集積回路
008 石炭 008 石炭 055 電子部品 055 電子部品
009a 原油 009a 原油 056 重電機器 056 重電機器
009b 天然ガス 009b 天然ガス 057 その他の電気機器 057 その他の電気機器
010 食料品 010 食料品 058 乗用車 058 乗用車
011 飲料 011 飲料 059 その他の自動車 059 その他の自動車
012 飼料・有機質肥料（除別掲） 012 飼料・有機質肥料（除別掲） 060 船舶・同修理 060 船舶・同修理
013 たばこ 013 たばこ 061 その他の輸送機械・同修理 061 その他の輸送機械・同修理
014 繊維工業製品 014 繊維工業製品 062 精密機械 062 精密機械
015 衣服・その他の繊維既製品 015 衣服・その他の繊維既製品 063 その他の製造工業製品 063 その他の製造工業製品
016 製材・木製品 016 製材・木製品 064 再生資源回収・加工処理 064 再生資源回収・加工処理
017 家具・装備品 017 家具・装備品 065 建築 065 建築
018 パルプ・紙・板紙・加工紙 018 パルプ・紙・板紙・加工紙 066 建設補修 066 建設補修
019 紙加工品 019 紙加工品 067 土木建設 067 土木建設
020 出版・印刷 020 出版・印刷 068a 事業用原子力発電
021 化学肥料 021 化学肥料 068b1 事業用火力発電（石炭）
022 無機化学基礎製品 022 無機化学基礎製品 068b2 事業用火力発電（石油）
023 有機化学基礎製品 023 有機化学基礎製品 068b3 事業用火力発電（ガス）
024 有機化学製品 024 有機化学製品 068c 水力・その他の事業用発電
025 合成樹脂 025 合成樹脂 069 ガス・熱供給 069 ガス・熱供給
026 化学繊維 026 化学繊維 070 水道 070 水道
027 医薬品 027 医薬品 071 廃棄物処理 071 廃棄物処理
028 化学最終製品（除医薬品） 028 化学最終製品（除医薬品） 072 商業 072 商業

029a ガソリン 073 金融・保険 073 金融・保険
029b ジェット燃料油 074 不動産仲介及び賃貸 074 不動産仲介及び賃貸
029c 灯油 075 住宅賃貸料（帰属家賃含む） 075 住宅賃貸料（帰属家賃含む）
029d 軽油 076 鉄道輸送 076 鉄道輸送
029e Ａ重油 077 道路輸送 077 道路輸送
029f Ｂ重油・Ｃ重油 078 自家輸送 078 自家輸送
029g ナフサ 079 水運 079 水運
029h 液化石油ガス 080 航空輸送 080 航空輸送
029i その他の石油製品 081 貨物運送取扱 081 貨物運送取扱
030a コークス 082 倉庫 082 倉庫
030b その他の石炭製品 083 運輸付帯サービス 083 運輸付帯サービス
030c 舗装材料 084 通信 084 通信

031 プラスチック製品 031 プラスチック製品 085 放送 085 放送
032 ゴム製品 032 ゴム製品 086 公務 086 公務
033 なめし革・毛皮・同製品 033 なめし革・毛皮・同製品 087 教育 087 教育
034 ガラス・ガラス製品 034 ガラス・ガラス製品 088 研究 088 研究
035 セメント・セメント製品 035 セメント・セメント製品 089 医療・保健 089 医療・保健
036 陶磁器 036 陶磁器 090 社会保障 090 社会保障
037 その他の窯業・土石製品 037 その他の窯業・土石製品 091 介護 091 介護
038 銑鉄・粗鋼 038 銑鉄・粗鋼 092 その他の公共サービス 092 その他の公共サービス
039 鋼材 039 鋼材 093 広告・調査・情報サービス 093 広告・調査・情報サービス
040 鋳鍛造品 040 鋳鍛造品 094 物品賃貸サービス 094 物品賃貸サービス
041 その他の鉄鋼製品 041 その他の鉄鋼製品 095 自動車・機械修理 095 自動車・機械修理
042 非鉄金属製錬・精製 042 非鉄金属製錬・精製 096 その他の対事業所サービス 096 その他の対事業所サービス
043 非鉄金属加工製品 043 非鉄金属加工製品 097 娯楽サービス 097 娯楽サービス
044 建設・建築用金属製品 044 建設・建築用金属製品 098 飲食店 098 飲食店
045 その他の金属製品 045 その他の金属製品 099 旅館・その他の宿泊所 099 旅館・その他の宿泊所
046 一般産業機械 046 一般産業機械 100 その他の対個人サービス 100 その他の対個人サービス
047 特殊産業機械 047 特殊産業機械 101 事務用品 101 事務用品

102 分類不明 102 分類不明

石炭製品030

石油製品029

電力068

部門 財 部門 財

 



 

 

A-0808-10 

来期も
使用する
資本ストック

(1-δ )Kt

t年に使用

された
資本ストック

Kt

減耗分
δ Kt

t年の

新規投資
It

t+1年に

使用される
資本ストック

Kt+1=

(1-δ )Kt+It

技術水準
Tt

技術水準
At

t+1年の技術水準
Tt+1=

{Tt(1-δ )Kt+AtIt}/Kt+1  

図5 資本ストックと技術進歩の関係 

 

２）家計部門 

 家計部門は、資本と労働を保有しており、これらを生産部門に供給することで、対価として所

得を受け取り、最終消費及び貯蓄（＝投資）を行う。家計では、想定されている将来の経済成長

を達成するように貯蓄（総投資額）を行い、残りを最終消費財の購入にあてる。各財の消費は、

効用最大化に基づいて選択される。効用関数は、非エネルギー財については代替弾力性を1とし、

各年におけるエネルギー間の代替は、生産部門と同様に起こらないと仮定している。ただし、生

産部門と同様に、省エネルギー設備の導入（新規の電気機械等の購入）により、長期的には代替

が発生する。また、最終消費についても、国産品と輸入品は明確に区分されており、それらの比

率は各年において固定されているが、長期的にはシナリオによって変更可能である。 

 各部門への投資の配分は家計と政府が行う。エネルギー関連部門を除く総投資を、各部門の資

本の収益に従って配分する（各部門に対する民間投資と公的投資の比率は2000年の実績値に基づ

いて按分している）。このとき、資本ストックの構成は将来も変わらないと仮定し、資本財の耐

用年数に従って各部門への投資の内訳は変化する。エネルギー関連部門については、長期エネル

ギー需給見通し等で示された設備容量を再現できるように各年の投資を外生的に想定する。投資

財においても国産品と輸入品の間の代替弾力性は0と仮定し、そのシェアはシナリオにより変更可

能である。 

 

３）政府部門 

 政府部門は、生産部門や家計部門の活動に対して税を課し、政府最終消費や公的投資を行う。

税率については現状から変化はないと仮定している。政府最終消費や公的投資は、経済財政諮問

会議で想定されている将来の想定をもとに、トレンドを延長するように設定している。また、産

業部門や家計部門に対して、補助金や所得移転を行う。補助金率については、税率と同様に現状

から変化はないとしている。 

 

４）CO2排出量と温暖化対策 

 各部門では、化石燃料の燃焼時に、各エネルギーの特性に応じてCO2を排出する。また、CO2排出
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量を削減する場合を想定して、モデル上では、仮想的にCO2に関する市場を設定している。各部門

は、CO2排出量に応じて排出許可証を購入し、日本全体では政府が発行する許可証総量以下に抑え

るというものである。これにより、対策を行わない場合には、十分に大きい（供給量が需要量を

上回る）排出許可証を政府が発行することで、各主体は価格が0の許可証を購入してCO2を排出する。

一方、対策を行うケースでは、排出許可証の供給量を調整し、潜在的な需要が供給量を上回る場

合には、炭素市場において正の価格が付けられ、各主体は費用を支払ってCO2の排出を行う。なお、

対策ケースにおいて発生する排出許可証の売却利益の社会への還流方法については、様々なオプ

ションが存在する。家計に一括して還流させることや、他の税を減税するための財源として活用

したり、後述の温暖化対策の追加費用に充当することなどが可能である。 

 温暖化対策の導入について必要となる追加費用は、生産部門と家計部門でその扱いが異なる。

生産部門においては、図6に示すように、追加費用は投資の一部と見なし、追加費用に伴って新規

投資の技術水準が更に向上し、ストック全体の効率水準も改善する。ただし、こうした追加投資

は、生産規模の増大には直接寄与しないと考え、追加投資が増える分だけ生産投資は減尐すると

仮定している。 

 一方、家計部門における温暖化対策は、最終消費の一部として取り扱われる。なお、もともと

最終消費として取り扱われていない建築などは、別途、固定資本形成において想定している。ま

た、生産部門、家計部門ともに、これらの温暖化対策に関する取り組みと、その結果として起こ

るエネルギー効率の改善は、確実に実現される前提として取り扱われる。 
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図6 省エネ投資と生産投資 

 

４．結果・考察 

 AIM/Enduse[Global]及び AIM/CGE[Japan]を用いた分析では、サブテーマ (3)で分析された

AIM/Enduse[Japan]とともに「地球温暖化問題に関する懇談会（奥田碩座長）」のもとで2008年11

月に開始された「地球温暖化に関する中期目標検討委員会（福井俊彦座長）」に対して、図7に示

す「6つの選択肢」を提示し、2009年6月10日に麻生首相（当時）が、2020年の中期目標として「真
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水（国内削減努力）で2005年比15％削減（＝1990年比8％削減）」が発表された。また、2009年夏

に誕生した鳩山首相（当時）は、2009年9月22日の国連気候変動首脳会合において、「主要国の参

加を前提に1990年比25%削減」を表明し（25％削減においては、それまでのような「真水」の議論

ではなく、森林吸収や海外での取り組みも含めたものである）、2009年10月には「地球温暖化問

題に関する閣僚委員会タスクフォース会合（植田和弘座長）」が組織され、25％削減の可能性に

ついて検討が開始され、AIM/CGE[Japan]の計算結果もAIM/Enduse[Japan]の結果とともに提供され

た。2009年12月より、環境省において組織された「地球温暖化対策に係る中長期ロードマップ検

討会（西岡秀三座長）」では、将来の前提や対策等も見直し、25%削減を実現した社会の姿が議論

され、2010年4月からは、中央環境審議会地球環境部会のもとで「中長期ロードマップ小委員会（西

岡秀三委員長）」が組織され、2010年12月21日には中間整理として2020年に1990年比25%削減を実

現する社会の姿として、国内削減分を15%、20%、25%とするケースについての詳細が公表された。

中間整理においてもAIM/Enduse[Japan]及びAIM/CGE[Japan]の結果が提供されている。このほか、

AIM/Enduse[Global]では、AIM/CGE[Global]とともに国際比較プロジェクトに結果を提供しており、

また、AIM/CGE[Global]では、IPCC第五次評価報告書に向けた気候モデルへの入力となる排出シナ

リオの提供を行っている。こうした結果を以下に示す。 
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1990年比+4%
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比25%削減・限界削減
費用均等
1990年比-5%

③「長期エネルギー需
給見通し」最大導入改
訂（フロー対策強化）
1990年比-7%

⑥先進国一律1990年
比25%削減

⑤ストック＋フロー対策
強化
1990年比-15%

④先進国全体で1990年
比25%削減・GDPあたり
対策費用均等
1990年比-17%

 

注：限界削減費用等は、AIMの結果によるものであり、他機関のモデルの結果は別の数値となっている。ま

た、▲は第一約束期間におけるわが国の温室効果ガス排出削減目標（1990年比-6%）である。 

図7 中期目標検討会における6つの選択肢と2009年6月時点での中期目標（破線） 

 

（１）世界を対象とした技術選択モデルAIM/Enduse[Global] 

１）わが国における中期目標検討とAnnex I主要国との削減量の比較 

 AIM/Enduse[Global]を用いて、2020年におけるわが国および主要先進国の温室効果ガス排出削

減可能量の推計を行った。また、結果を地球温暖化問題に関する懇談会中期目標検討会に提供し

た。本研究では、①業界ヒアリングを実施し、産業部門および運輸部門における対策技術の見直

し、②民生部門における対策技術の見直し、③非エネルギー起源の対策技術の見直しについて行
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った。また、2020年の排出削減目標に関する中期目標検討会に対しては、他のモデルと前提を揃

えるために、①エネルギーサービス需要量の変更、②投資回収年数の変更（短い投資回収年数の

設定）、③発電部門の変更（石炭火力からガス火力への転換が柔軟に起こると想定）、等を前提

とした試算を行うとともに、従来の想定に基づく結果との比較を行った。 

 中期目標検討会の6つの選択肢に相当する結果を表5に示す。また、中期目標検討会では十分に

検討されなかったが、AIM/Enduse[Global]の分析結果から以下のことが明らかとなった。①日本

の削減量が同じでも、衡平性指標の取り方により、各国の結果は変化し、AnnexI全体で1990年比

25%削減に到達しない場合がある（図8）。②投資回収年数を長く設定するとともに、既存の発電

計画を前提とすると、火力発電が柔軟に変化しないことで発電部門からの削減が困難となる一方、

投資回収年数が長くなることで省エネ技術の導入が進み、わが国の温室効果ガス削減にかかる限

界削減費用は低下する結果となった。こうした結果を踏まえ、中期目標の設定については、国際

交渉の動向も考慮し、世界全体の効果的な削減を明示するとともに、わが国における影響をでき

るだけ抑えるような施策の導入が必要となる。 

 

表5 AIM/Enduse[Global]を用いて計算した2020年の各国の排出量 

エネ GHG エネ GHG エネ GHG エネ GHG エネ GHG

MAC均等 本分析 $35/tCO2 +6 +4 -6 -14 +8 +6 -19 -29 -4 -9

GDP均等 ｻｲﾄﾞｽﾄｰﾘｰ 0.02% +6 +4 -5 -12 +12 +12 -16 -21 -1 -4

MAC均等 本分析 $49/tCO2 +4 +2 -8 -16 +7 +5 -20 -31 -5 -10

GDP均等 ｻｲﾄﾞｽﾄｰﾘｰ 0.05% +3 ±0 -8 -16 +10 +8 -17 -24 -3 -8

MAC均等 本分析 $62/tCO2 +3 ±0 -9 -17 +2 ±0 -20 -31 -7 -12

GDP均等 ｻｲﾄﾞｽﾄｰﾘｰ 0.21% -2 -5 -12 -20 +2 ±0 -19 -27 -8 -13

MAC均等 本分析 $166/tCO2 -2 -5 -19 -27 -21 -24 -23 -32 -20 -25

MAC均等
投資回収+
電源構成 $137/tCO2 -10 -12 -18 -26 -19 -22 -24 -36 -19 -25

MAC均等 本分析 $187/tCO2 -5 -7 -19 -27 -21 -24 -23 -32 -20 -25

GDP均等 ｻｲﾄﾞｽﾄｰﾘｰ 0.31% -5 -7 -15 -23 ±0 -2 -20 -28 -10 -15

GDP均等 本分析 1.01% -14 -17 -22 -31 -16 -18 -22 -31 -20 -25

GDP均等
投資回収+
電源構成

0.34% -14 -17 -20 -29 -17 -20 -22 -33 -19 -25

MAC均等 本分析 $295/tCO2 -13 -15 -20 -29 -26 -29 -25 -34 -23 -29

GDP均等 ｻｲﾄﾞｽﾄｰﾘｰ 0.79% -13 -15 -21 -30 -12 -14 -22 -31 -18 -23

④先進国全体90年比▲25％
（GDP当たり対策費用均等）

⑤ストック・フロー対策強化

⑥先進国全体90年比▲25％
（各国一律▲25％）

前提としている日本のエネルギーサービス需要に対して、
想定した技術のみでは25%削減を達成することができなかった。

AnnexⅠ

①「長期需給見通し」努力継続・
各国目標並み

EU-20%
（CDM有）

US±0%

②先進国全体90年比▲25％
（限界削減費用均等）

③「長期需給見通し」最大導入
（フロー対策強化）

選択肢 手法* 前提

条件#

限界削減費用
もしくはGDPあ
たり対策費用

の比

排出量の変化（1990年比）

日本 EU25 米国 ロシア

 

注：排出量の変化は基準年（1990年、一部1995年）の温室効果ガス総排出量に対する値を示す。 
  また、Annex Iは、気候変動枠組条約附属書I国全体を示す。 

*：MAC均等：「EU-20%ケース」はEUの限界削減費用に、「US±0％ケース」はUSの限界削減費用に、それ以
外は日本の限界削減費用に等しくなるように設定。 

  GDP均等：GDP当たり対策費用の割合を、Annex Iに属する国・地域で均等化するように設定。 

#：本分析：中期目標検討会の選択肢①～⑥の前提で計算した結果。 

  サイドストーリー：本分析以外にAIM独自に設定した前提での試算結果。 

  投資回収＋電源構成：長い投資回収年数を想定するとともに火力発電の柔軟性に制約を課す場合の試算
結果。 
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  限界削減費用均等化            GDPあたり対策費用均等化 

 注：限界削減費用均等化（左図）：日本の選択肢⑤に対して、各国が日本の限界削減費用（295$/tCO2）と

同じ水準の対策をとる場合の各国の削減量。 

   GDPあたり対策費用均等化（右図）：上記と同じ選択肢⑤に対して、各国が日本のGDPあたり対策費用

（0.79%）と同じ水準の対策をとる場合の各国の削減量。 

図8 衡平性基準で異なる各国及びAnnexI全体での排出削減量 

 

２）国際モデル比較プロジェクト（Asia Modeling Exercise）における結果 

AIM/Enduse[Global]は、アジアにおけるモデル比較プロジェクトである Asian Modeling 

Exercise（AME）に参加し、分析結果の報告を行った。AMEでは、ベースラインシナリオ、炭素税

を課すシナリオ、温室効果ガス濃度を安定化させるシナリオについての中長期的なモデル分析結

果の提出が求められる。これらの課題に対応するため、AIM/Enduse[Global]では、推計期間を2020

年から2050年に延長する作業を行った。具体的には、2050年までの人口・GDPシナリオの作成、エ

ネルギーサービス需要推計、CCS技術、水素製造・利用技術、電気自動車等の革新的技術に関する

情報の整備を行った。AIM/Enduse[Global]によるCO2排出量の推計結果および他モデルとの比較結

果を図9に示す。 
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    ベースライン   炭素税（低）ケース  炭素税（中）ケース  炭素税（高）ケース 
             炭素価格：43$/tCO2   炭素価格：130$/tCO2  炭素価格：216$/tCO2 

注：図中の灰色はすべての他のモデルも含めた結果を示し、AIM/Enduseの結果は黒線で示している。ま
た、「炭素価格」は2050年時点の設定を示している。 

図9 アジア地域のCO2排出量に関するモデル間比較 
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AIM/Enduse[Global]では、ベースラインにおいてアジア地域の2050年のCO2排出量は23GtCO2

（2005年比2.3倍）になると推計された。炭素税を課すケースでは、炭素価格の上昇に伴い排出量

が削減される結果となった。2050年に炭素価格が43$/tCO2となる炭素税（低）ケースでは、2050

年の排出量は17GtCO2（ベースライン比26%削減）なると推計された。一方、2050年に炭素価格が

216$/tCO2となる炭素税（高）ケースでは、2050年の排出量を2005年レベル以下に抑えられると推

計された。CO2排出量の推計値はモデルによる大きなばらつきがある。AIM/Enduse[Global]による

推計値は、各モデルによる推計幅の中で概ね中位的な場所に位置する。 

このほか、大気中の温室効果ガス濃度を450ppmCO2eqに安定化させるシナリオの検討を行った。

まず、世界1地域動学最適化モデル（AIM/Impact[Policy]）を用いて温室効果ガス濃度を450ppmCO2eq

に安定化させるために求められる世界全体の温室効果ガス排出削減量を推計した。次に、総コス

トを最小化する条件下で、各国の排出削減量を推計した。その結果、アジア地域の90年比排出量

は、アジア全体で-17%、中国-23%、インド30%、日本-65%になると推計された。CO2排出量の変化を、

茅恒等式を用いて要因分解したところ、ベースラインにおいては、主にGDP成長とエネルギー強度

の改善の効果が大きいが、全体としてはCO2増加する結果となっていることが分かった（図10）。

一方、450ppm安定化シナリオでは特に2020年以降、炭素強度の改善と炭素隔離率の増加（CCSの増

加）によりCO2排出量が急速に削減されることが示された。 
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図10 アジア地域のCO2排出量変化の要因分解 

 

３）国際モデル比較プロジェクト（Energy Modeling Forum 24）における結果 

 AIM/Enduse[Global]は、世界におけるモデル比較プロジェクトであるEMF24に参加し、モデル分

析結果を提供した。EMF24では、技術と政策の2つの軸からシナリオが設定されている。技術につ

いては、エネルギー強度、CCS、原子力、風力&太陽光、バイオネルギーの5つに関して高位ケース

と低位ケースが設定され、政策については、ベースラインケースのほか、温室効果ガス濃度を

450ppmCO2eqや550ppmCO2eqに安定化するケース等が設定されている。AIM/Enduse[Global]を用いて
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これらのシナリオの解析を行うにあたり、将来の原子力の導入量や風力・太陽光発電のコストに

関して想定の見直しを行った。 

 図11に2005年および2050年の温室効果ガス排出量、エネルギー消費量、発電量、CCS導入量の推

計結果を示す。温室効果ガス濃度を450ppmCO2eqに安定化させるためには、2050年における温室効

果ガス排出量を2005年比57%減に削減する必要がある。標準的な技術の想定のもとでは、このよう

な大幅な削減を達成するために、2050年の世界の一次エネルギーの54%が非化石燃料エネルギー

（原子力や再生可能エネルギー）により供給されると推計された。中でもバイオネルギーは一次

エネルギー供給の約30%を占め、エネルギーの脱炭素化へ大きく貢献すると推計された。また、CCS

導入量は2050年に10GtCO2となり、CO2削減へ大きく貢献することが示された。一方で、仮にCCS、

バイオエネルギー等の主要な技術の導入が制限される場合には、エネルギー需給のあり方は異な

ると推計された。例えば、CCSが利用できないケースでは、最終エネルギー消費部門において、エ

ネルギー消費量のさらなる削減、電力や水素への燃料シフトなどが求められることが示された。 
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図11 2005年および2050年の温室効果ガス排出量、エネルギー消費量、発電量、CCS導入量 

 

４）非エネルギー部門における結果の例：農畜産部門 

農畜産部門における対策技術は、エネルギー関連部門における削減対策よりも比較的安価であ

ることに加え、農畜産業生態系の保全や公衆衛生の改善、畜産物の生産性向上など副次的な効果

も期待できるものも含まれる。本研究では、世界35地域を対象に2005～2030年の農畜産物におけ

る温室効果ガスの排出量と削減ポテンシャルを推計した。具体的には、過去の長期間のデータに

基づいて、計量経済学的手法によりモデル構造及びパラメータの整合を満たす世界食料需給モデ

ルを構築し、世界の農畜産物の需給の将来推計を行い、次に、個々の対策技術の導入にかかる費

用と削減効果を考慮することで農畜産部門における温室効果ガスの排出量と削減ポテンシャルを

推計した（図12参照）。世界食料需給モデルでは、家畜13種、農作物13種を対象とし、家畜の反

芻・糞尿管理、農耕地土壌および稲作を排出源とするCH4とN2Oの2種の温室効果ガスを対象とし、
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糞尿の農耕地への施用による農耕地土壌からの排出量は、家畜糞尿由来ではなく、農耕地土壌由

来の排出量として考慮している。 
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図12 農畜産部門における分析手法の概要 

 

食料需給量を推計した結果、世界全体におけるコメ、コムギ、トウモロコシの生産量は2030年

では2005年比約1.4倍、家畜の生産頭数は2005年比約1.3倍になった。2005年の温室効果ガス排出

量は5.7GtCO2eqで、そのうち家畜反芻由来のCH4と農耕地土壌由来のN2Oが高い寄与率を示した。

2030年における世界全体の農畜産業由来のCH4・N2Oの排出総量は7.4GtCO2eqになり、2005年比で約

1.3倍になった。また、農畜産部門における対策技術を考慮し、2030年における排出源別に削減ポ

テンシャルを推計した結果（表6）、限界削減費用が高くなるにつれ削減ポテンシャルも増加し、

2030年の最大削減ポテンシャルは世界全体で約2.0GtCO2eqとなり（2005年比約35%に相当）、特に

インド、中国・香港、ブラジルにおける割合が大きく、重点的に対策を実施する必要性がある。

また、限界削減費用が負となる対策（対策の導入による便益が、導入の初期費用分を上回る場合）

は世界全体で610MtCO2eqの削減ポテンシャルが見込まれ、特に家畜の対策（反芻と糞尿由来のCH4)

が全体の約80%を占める。 

 

表6 2030年における排出源別の削減ポテンシャル 

削減ポテンシャル

[MtCO2eq] <0 <20 <50 <100 >100

反芻CH4 328 471 477 513 572

糞尿CH4 182 322 327 340 485

稲作CH4 0 249 326 332 332

農耕地N2O 104 139 188 255 583

合計 614 1181 1318 1441 1973

削減率(2000年比)[%] 11 22 24 27 36

限界削減費用[US$/tCO2eq]

 

 

また、2030年までの対策技術別の年間削減ポテンシャルを分析した結果、次のことが分かった

（図13参照）。①高い削減ポテンシャルが見込まれる対策は、水田の中干し（Teq402）や間断灌
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水（Teq409）などの水管理や稲わらの秋すきこみ／有機物管理（Teq403）、②高い経済効率が見

込まれる対策は、家畜への濃厚飼料の投与（Teq316）と牛乳生産性の向上（Teq321）、糞尿の散

布（Teq204）および堆肥化処理（Teq208）、③高い限界削減費用下で高い削減ポテンシャルが見

込まれる対策は、糞尿貯留池の覆土（Teq209）、有機質土壌の改良（Teq522）、被覆肥料（Teq524）

となった。糞尿の嫌気発酵処理（Teq201, 202）や飼料へメタン抑制菌等を添加する反芻対策

（Teq303）も、比較的高価であり、費用をかければ有効な削減技術であると示された。 
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Teq201 中央型嫌気発酵処理 Teq215 栓流式貯留槽(エンジンなし) Teq318 飼育期間の短縮化 Teq505 不耕起

Teq202 小規模嫌気発酵処理 Teq301 生菌剤 Teq321 牛乳生産性の向上 Teq506 分肥

Teq203 糞尿貯留池の覆土 Teq302 プロピオネートの投与 Teq322 家畜体重の増加 Teq507 肥料30%削減

Teq204 糞尿の散布 Teq303 添加物による生産性向上 Teq401 硫酸アンモニウムの利用 Teq508 肥料20%削減

Teq205 糞尿の洗浄 Teq304 抗生物質の投与 Teq402 水田の中干し Teq509 肥料10%削減

Teq206 完全混合貯留槽(エンジン付き) Teq307 遺伝的価値が高い家畜の選抜 Teq403 稲わらの秋すき混み/有機物管理 Teq510 家畜糞尿等での肥料代替

Teq207 完全混合貯留槽(エンジンなし) Teq308 放牧マネジメントの強化 Teq404 水田の水位低下 Teq514 アグロノミー

Teq208 堆肥化処理 Teq310 飼料変換効率の改善 Teq405 陸稲 Teq516 アグロフォレストリー

Teq209 家庭用貯留池の覆土 Teq311 高脂質飼料への変更 Teq406 りん石膏の投与 Teq517 休閑地の設置/土地利用変化

Teq210 非加熱式貯留槽 Teq314 非構造性炭水化物を含む濃厚飼料 Teq407 稲わらの堆肥化 Teq518 栄養管理

Teq211 微生物フィルム付き貯留池 Teq315 家畜の削減 Teq408 直撒き Teq519 耕作及び作物残渣の管理

Teq212 簡易非加熱式貯留槽 Teq316 濃厚飼料 Teq409 間断潅水 Teq522 有機質土壌の改良

Teq213 ポリエチレンバック Teq317 反芻効率の改善 Teq504 窒素化抑制 Teq524 被覆(緩効性)肥料

Teq214 栓流式貯留槽(エンジン付き)  

図13 2030年の異なる限界削減費用下での技術別年間削減ポテンシャル 

 

（２）世界を対象とした応用一般均衡モデルAIM/CGE[Global] 

１）代表的濃度経路シナリオ（RCP） 

 世界を対象とした経済モデルである応用一般均衡モデル（AIM/CGE[Global]）は、世界を24の国

と地域に分割したモデルであり、IPCC新シナリオへの入力を目的として2100年までの温室効果ガ

ス排出量を推計するためのモデルである。RCPと呼ばれる気候モデルの入力となる各ガスの排出経

路のうち、放射強制力を6W/m2に安定化させる場合を計算した（その他の安定化目標は、2.6W/m2、

4.5W/m2、8.5W/m2であり、RCPと区別するためにそれぞれAIM2.6、AIM4.5、AIM8.5とする）。計算

結果については、RCPに関わる研究者と数回にわたる議論と再計算を行い、最終結果については

http://www.iiasa.ac.at/web-apps/tnt/RcpDbから閲覧可能である。 

 RCPの試算では、AIM/CGE[Global]をはじめ、図14に示すようなモデルが用いられている。はじ

めに、世界を1つの地域に統合し、温室効果ガスの排出、蓄積、気温上昇の過程を再現した動学的

最適化モデルであるAIM/Impact[Policy]を用いて、想定される放射強制力を満たすような世界全

体の温室効果ガスの排出経路が計算される。次に、世界の排出経路がAIM/CGE[Global]に入力され、

これを超えないようにAIM/CGE[Global]が対象とする24地域別の排出量が計算される。さらに、人

口やGDP等の指標を用いて、地域別の排出量が0.5度×0.5度のメッシュにダウンスケールされる。

また、AIM/CGE[Global]の農産物価格等のデータをもとに、土地利用モデルから土地利用が0.5度
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×0.5度のスケールで計算される。また、こうした土地利用変化に基づく植生からの排出も計算さ

れ、AIM/CGE[Global]にフィードバックされる。 

AIM/Impact [Policy]

AIM/CGE [Global]

Emission 
downscaling model

Landuse 
downscaling 

model

Population/GDP 
scenario
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change
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Land-cover/
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use change]
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[others]

←A-0808での研究対象領域

 

図14 RCP用に使用したモデル群と計算のフロー 

 

 図15は、本分析で設定したレファレンスと、それに対応する4つの放射強制力の目標に対応する

CO2排出量の推移を示したものである。AIM/CGE[Global]が主に計算を行ったRCP6では、2060年以降

において大幅な排出削減が開始されるが、IPCC第三作業部会の第4次評価報告書3)によると、気温

上昇は産業革命前と比較して4.9℃であることから、気候政策の目標としては2.6W/m2等と比較する

と不十分であるといえる。なお、CO2の限界削減費用は、2100年に50$/tCO2に満たない水準であり、

極めて安価な対策のみが実施される社会といえる。 

 

0

5

10

15

20

25

30

35

2000 2020 2040 2060 2080 2100

T
o
ta

l 
C

O
2
 e

m
is

s
io

n
s
 [
G

tC
/y

r]

reference

RCP6

AIM8.5

AIM4.5

AIM2.6

 

図15 各安定化目標に対応するCO2排出量 
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 図16は、レファレンスとRCP6の地域別のCO2排出量の推移を示したものであり、いずれもアジア

からの排出が大部分を占めていることがわかる。図17は、世界の一次エネルギー供給量の推移を

エネルギー種別に示したものであり、RCP6という極めて緩い対策においても2060年以降について

は石炭の利用が大幅に削減されていることがわかる。また、発電部門においても、石炭火力から

ガス火力への転換が生じるなどの対策が講じられる。 

 また、こうした世界を対象としたシナリオ開発に関連して、アジアの途上国の視点からの世界

シナリオを提供することを目的として、AIM/CGE[Global]に関するトレーニングワークショップを

2008年10月20日から24日まで実施した。参加国は、中国、インド、タイで、モデル構造や準備す

る入力データについて理解するとともに、アジアの将来シナリオについて議論を行った。 

 

0

5

10

15

20

25

30

2000 2010 2020 2030 2040 2050 2060 2070 2080 2090 2100

C
O

2
 e

m
is

s
io

n
 [
G

tC
]

 

0

5

10

15

20

25

30

2000 2010 2020 2030 2040 2050 2060 2070 2080 2090 2100

C
O

2
 e

m
is

s
io

n
 [
G

tC
]

 

OECD as of 1990 Economic reform countries Developing countries in Asia Latin America, Africa & Middle East
 

               (Reference)                                           (RCP6) 

図16 地域別CO2排出量の推移 
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図17 エネルギー種別一次エネルギー供給量の推移 

 

２）国際モデル比較プロジェクト（Asia Modeling Exercise）における結果 

 AMEに対しても、AIM/Enduse[Global]と同様に結果を提供してきた。一般的に、CGEモデルは、

技術選択モデルのように詳細な技術（生産設備）は区別して扱われず、ある程度統合された平均

的な技術を仮定してモデルが構築される。温暖化対策コストの評価の際、エネルギー技術に関す
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る想定によって結果が大きく影響を受けることが知られているが、将来の時点ごとに使用される

生産設備の平均的なエネルギー効率（＝生産量あたりのエネルギー投入量）に関する情報を得る

ことは難しい。したがって、背後にどのような技術進歩が仮定されているのかを明らかにしない

まま、エネルギー効率改善に関する想定を置いてCGEモデルによる政策評価分析が行われているの

が現状である。そこでAMEに対しては、2050年までのAIM/Enduseの技術選択の情報を基にしたエネ

ルギー効率改善シナリオとして与えた CGEモデルを使用して計算している。  具体的には、

AIM/Enduseによって計算されたシナリオごとの2001年～2050年までエネルギー効率（エネルギー

投入／活動（生産）量）を使用して、1年あたりのエネルギー効率の改善率を求め、その値をCGE

のエネルギー投入効率の年あたり改善率として与えている。この値は、シナリオごとに異なって

いる。このことは、より厳しい目標を達成するような社会経済では、高効率技術の開発・普及が

より促進されているという仮定を置いていることを意味している。図18に、日本、中国、インド

におけるCO2排出量、炭素集約度（CO2/GDP）や一次エネルギー集約度（Primary energy/GDP）の推

移を示す。 
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図18 AMEで想定された濃度安定化ケースとレファレンスケースにおける日中印の結果の比較 

 

 CO2の価格は、削減目標が厳しくなると高くなり、550ppm安定化ケースの場合、2050年、2100年

の価格はそれぞれ40$/tCO2、2380$/tCO2となり、450ppm安定化ケースの場合には、2050年、2100年
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にそれぞれ220$/tCO2、3620$/tCO2となった。これに伴い、炭素集約度や一次エネルギー集約度は、

中国、インドで大幅な改善が起こる結果となった。とくに450ppmシナリオでは、2100年時点で中

国、インドとも現在の日本並みのエネルギー効率・CO2集約度を達成しているという結果となった。

なお、本試算では、限界削減費用が均等するように各地域の排出量が決まるために、濃度安定化

ケースの中国、インドの2050年のCO2排出削減率（対リファレンスケース）は、550ppmケースでそ

れぞれ52％、31％、450ppmケースでは75％、77％となる一方、日本は550ppmケースで11％、450ppm

ケースで35％と中国、インドと比較すると低い値となる。アジア途上国においてこうした削減の

受入の実現可能性等を検討することが必要であるといえる。また、こうした結果を実現させるた

めに、バイオマス燃料の増加、CCSの導入に加え、高効率技術の導入が重要な役割を果たすことが

示された。 

 

３）国際モデル比較プロジェクト（Energy Modeling Forum 24）における結果 

 EMF24では、標準で設定されているケースのほか、より効率的なエンドユース技術が導入される

ケース、原子力やCCSの導入を抑えたケース、バイオマスエネルギーや風力、太陽光の導入が進ま

ないケースを前提に、大気中の温室効果ガス濃度をCO2換算で450ppm、550ppmにそれぞれ安定化す

る経路を示すことが求められている。こうした課題に対して、AIM/CGE[Global]も試算結果を提供

している。なお、前述のAMEでは、AIM/Enduse[Global]の結果を受けてエネルギー効率改善等の前

提を想定したが、EMF24では、2つのモデルのリンクは行っていない。 

 図19は、各ケースに対する一次エネルギー供給量の結果を示している。温室効果ガス排出量を

安定化させる場合、一次エネルギー供給量は大幅に削減されることがわかる。排出制約がない場

合、より効率的なエンドユース技術が導入されることで2100年の一次エネルギー供給量は標準的

な設定から27%削減される。その結果、2100年のCO2価格は、450ppm安定化の場合には3110$/tCO2

から2310$/tCO2に、550ppm安定化の場合には2180$/tCO2から1430$/tCO2にそれぞれ低減する。これ

に対して、CCSの導入を想定しない場合、化石燃料の需要を極端に抑えることになり、2100年のCO2

価格は450ppm安定化の場合には40%、550ppm安定化の場合には60%それぞれ標準的な設定における

価格から上昇する。最も大きな影響をもたらすのは、バイオマスエネルギーの供給量を抑えた場

合で、2100年のCO2価格は450ppm安定化の場合には3.5倍、550ppm安定化の場合には2.3倍それぞれ

標準的な設定における価格から上昇する。これは、450ppm安定化の場合、2100年のバイオマスエ

ネルギーの供給量は160EJに増加し、温室効果ガス排出量を抑える主たる対策であることに起因す

る。一方、原子力発電については、450ppm安定化の2100年においても72EJとバイオマスの供給量

より小さいことから、2010年以降に新規の原子力が導入されない場合でも、2100年のCO2価格は標

準的な設定よりも2～7％の上昇にとどまる。以上の結果から、大幅な温室効果ガス排出量の削減

に向けては、エンドユース側における対策（より効率的な技術の開発）と、ポテンシャルの大き

い再生可能エネルギーの導入が重要となることがわかる。 

 



 

 

A-0808-23 

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

20052010202020302040205020602070208020902100

P
ri

m
ar

y
 E

n
er

g
y
 [

E
J]

ocean

geothermal

solar

wind

hydro

nuclear

biomass

gas

oil

coal

 

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

20052010202020302040205020602070208020902100

P
ri

m
ar

y
 E

n
er

g
y
 [

E
J]

ocean

geothermal

solar

wind

hydro

nuclear

biomass

gas

oil

coal

 

 レファレンスケース（標準設定）の内訳  550ppm安定化ケース（標準設定）の内訳 
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図19 EMF24で想定された技術、排出制約に対する一次エネルギー供給量の推移と内訳 

 

（３）日本を対象とした応用一般均衡モデル（AIM/CGE[Japan]） 

１）AIM/CGE[Japan]による中期目標の検討 

 中期目標検討委員会では、日本経済研究センターで想定された将来の掲示見通し、日本エネル

ギー経済研究所で想定された化石燃料価格の見通しに対して、図7に示した6つの選択肢が検討さ

れた。AIM/CGE[Japan]は、サブテーマ(3)で改良された日本を対象とした技術選択モデルである

AIM/Enduse[Japan]で計算された部門別のエネルギー効率改善と追加費用を組み込み、選択肢①：

「長期需給見通し」努力継続を基準に、2020年の温暖化対策の経済影響について分析を行った。

選択肢③：「長期需給見通し」最大導入（フロー対策強化）や選択肢⑤：ストック・フロー対策

強化では、基準ケースに対するGDPのロスは極めて小さく、現状と比較すると経済成長とCO2排出量

の削減が両立しうることを示した。なお、選択肢⑥：各国一律▲25%では、AIM/Enduse[Japan]の

想定にあわせてベースとなる経済成長を低く想定しているために基準ケースと比較すると GDPの

押し下げが大きくなっているが、この場合でも、図7に示すように年率1.1%の経済成長は達成され

ており、GDPそのものは現状よりも大きくなる。タスクフォース会合においてもAIM/Enduse[Japan]

の結果を受けて経済影響を計算したが、AIM/Enduse[Japan]の結果から25％削減については、技術

のみで達成する姿を描けなかったことから、20％削減の結果をAIM/CGE[Japan]に入力するなど、

整合性の面で問題のある分析結果であった。 

 中長期ロードマップ小委員会では、2020年の温室効果ガス排出量を1990年比25％削減するため
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の分析について、国内対策として15％削減（10％分は海外等での対策）、20％削減（5％分は海外

等での対策）、25％削減（すべて国内対策）の各ケースについて検討を行った。国内で25％削減

を行うケースについても、マクロフレームを見直すなどによりAIM/Enduse[Japan]で定量化できた

ことから、はじめて25％削減を達成する技術に対する経済影響を適切かつ整合的に評価すること

が可能となった。図20は、各ケースにおける2020年のGDPを示したものである。「税収一括還流」

は、モデル内で計算されるCO2価格を炭素税として課し、その税収を全額家計に還流するという設

定にした場合の結果である。これに対して、「低率炭素税＋低炭素投資」は、税収を温暖化対策

の追加費用に充当するというものである。後者の場合、追加費用を充当するためのCO2価格は、前

者のそれを大幅に下回り、GDPもレファレンスの値を下回ってはいるものの、ロスは税収一括還流

の場合と比較すると回復することが示された。 

 また、図21は、2020年における部門別の粗生産の変化について、税収一括還流を対象に示した

ものである。エネルギーの供給に関わる部門の活動は、温暖化対策による省エネ効果により活動

水準が低下するが、温暖化対策に寄与する活動を行っている部門については、活動水準が増大し

ている。このことから、温暖化対策は、経済活動に一律に悪影響をもたらすのではなく、産業構

造の変化を促し、新たな活動が生まれることを示唆している。 

 なお、中長期ロードマップ小委員会では、小委員開催時に検討されていた温暖化対策税（1000

円/tC、2000円/tC）、太陽光発電に係る全量固定価格買取制度、国内排出量取引制度の導入の効

果についてもAIM/CGE[Japan]を用いて分析を行った。想定されている温暖化対策税の税率が限界

削減費用に比べて極めて低いことや、国内排出量取引制度も限定的であることから、これらの効

果は限定的であることを示した。 
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図20 AIM/CGE[Japan]によるGDPの推移とCO2の価格 
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図21  2020年の部門別粗生産額の推移（レファレンスケースを1.0とする） 

 

２）わが国における温暖化対策税の評価 

 中央環境審議会グリーン税制とその経済分析等に関する専門委員会において、AIM/CGE[Japan]

を用いた温暖化対策税導入による経済活動への影響や、道路特定財源の暫定税率廃止による影響

について報告を行ってきた。そのうち、温暖化対策税に関する結果を表7に示す。ここでは、2009

年から2400円/tCの温暖化対策税を導入するとともに、これまでに提案されている様々な軽減措置

を織り込んだ分析を行ったものである。税率が低く、軽減措置も想定されていることから、経済

影響は極めて軽微であるが、同時にCO2排出量の効果についても限定的である。 

 

表7 温暖化対策税導入の効果と影響 

 ①BaUケース ②税収7800億円ケース 
（軽減措置なし） 

③税収5200億円ケース 
（軽減措置A） 

④税収3600億円ケース 
（軽減措置A+B） 

(1) CO2排出量 

2009-12年 
平均 

1180MtCO2 
（1990年比 
11%増加） 

BaUケース比 
5.1MtCO2減尐 
(BaU 比0.43%減尐) 

BaUケース比 
4.2MtCO2減尐 
(BaU 比0.36%減尐) 

BaUケース比 
3.7MtCO2減尐 
(BaU 比0.31%減尐) 

2020年 
1140MtCO2 
（1990年比 
7.6%増加） 

BaUケース比 
50MtCO2減尐 
(BaU 比4.4%減尐) 

BaUケース比 
40MtCO2減尐 
(BaU 比3.5%減尐) 

BaUケース比 
35MtCO2減尐 
(BaU 比3.0%減尐) 

(2) GDP 

2009-12年 
平均 

612兆円 
（2000年価格） 

BaUケース比 
0.055%減尐 

BaUケース比 
0.042%減尐 

BaUケース比 
0.029%減尐 

2020年 
740兆円 
（2000年価格） 

BaUケース比 
0.035%減尐 

BaUケース比 
0.018%減尐 

BaUケース比 
0.0022%減尐 

注１：軽減措置Aは、国際競争力の確保や排出削減努力の奨励促進等のため、大口排出事業者において削減
努力をした場合は8割軽減、鉄鋼等製造用の石炭・コークス等は免税、灯油について5割の軽減、重油は
大口排出者の申告納税であり漁船用燃料使用は免除。軽減措置Bは、ガソリン、軽油、ジェット燃料に
ついては、当分の間、適用を停止。 

注２：試算において想定した対策技術は、以下の通りである（［  ］内は従来技術）。なお、ここでは
AIM/Enduse[Japan]の結果との連携は行っていない。 

ハイブリッドガソリン乗用車［従来型ガソリン乗用車］、電気乗用車(軽)［従来型ガソリン乗用車(軽)］、
電気貨物車(軽)［従来型ガソリン貨物車(軽)］、電気ヒートポンプ給湯器(家庭)［従来ガス・石油給湯
器］、潜熱回収型給湯器［従来ガス・石油給湯器］、家庭用太陽光発電［購入電力］、次世代基準住宅
(平成11年基準)［新基準住宅(平成4年基準)］、省エネエアコン(2008年最高機種)［エアコン(2010年目
標達成機種)］、省エネ冷蔵庫(2008年最高機種)［冷蔵庫(2010年目標達成機種)］、電気ヒートポンプ
給湯器(業務・産業)［従来ガス・石油給湯器］、省エネ建築物(平成11年基準適合)［従来建築物(平成5
年基準適合)］、メタルハライドランプ［水銀ランプ］、高性能工業炉［従来型工業炉］、高性能ボイ
ラ［従来型ボイラ］ 
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５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

 本研究における科学的意義は、以下の通りである。 

① AIM/Enduse[Global]による分析から、各国の削減に対する衡平性の基準をどのように設定する

かにより、日本を含め各国の排出削減目標は大きく変化することを定量的に明らかにし、国際交

渉においてどのような準備をすべきかを科学的に示したといえる。 

② AIM/CGE[Global]を用いたIPCC新シナリオの定量化の分析から、2.6W/m2の目標達成はきわめて

厳しく、世界全体が速やかに温室効果ガス排出量の削減に向けて取り組む必要があることを示し

た。また、AMEなどアジアの視点から世界シナリオを出すことは、経済発展と温暖化対策の両立を

科学的に示すことにつながることから重要である。 

③ AIM/CGE[Japan]の分析結果から、温暖化対策に有効な施策を導入した場合の経済影響を明らか

にすることで、対策技術と整合的な影響を評価することが可能となった。2020年の温室効果ガス

排出量を1990年比25%削減する場合において、GDPロスはきわめて軽微であり、かつ、現状と比較

すると経済は成長することを示した。また、温暖化対策による各部門への影響は様々であり、特

に温暖化対策に寄与する製品を生産する部門の活動は、レファレンスケースよりも活発となり、

産業構造の転換等の必要性とその方向性を明らかにした。 

 

（２）環境政策への貢献 

① 内閣官房が中心となって組織された中期目標検討委員会において、世界モデル、日本モデル、

経済モデルすべてのモデルとして用いられ、定量的な結果を提供し、2009年4月に提示された中期

目標としての6つの選択肢の作成に貢献した。また、それに続くタスクフォース、中長期ロードマ

ップ検討会、中央環境審議会中長期ロードマップ小委員会において、2020年の温室効果ガス排出

量を1990年比25％削減する対策、影響について定量化し、その結果を提供するなど、わが国にお

ける温暖化対策の検討に貢献した。 

② 中央環境審議会グリーン税制とその経済分析等に関する専門委員会において、温暖化対策税導

入の効果や経済影響、道路特定財源の暫定税率廃止の影響について、AIM/CGE[Japan]を用いた分

析結果を報告した。 

③ 世界モデルを用いた国際比較分析への参加は、温室効果ガス排出量の大幅削減に向けて、どの

程度の費用が発生するかを示しており、国内及び国外での温室効果ガス排出量の削減政策を検討

する上で重要な示唆を与えるものである。 
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７．国際共同研究等の状況 

 本研究は、モデル開発、適用時において、各国研究機関と共同で作業を行っている。 

1) 中国：中国能源研究所，中国科学院地理科学天然資源研究所 

2) インド：インド経営大学院アーメダバード校，インド経営大学院ラックナウ校，マウラナ・ア

ザド国立工科大学 

3) 韓国：ソウル大学・韓国環境研究所 

4) タイ：アジア工科大学 

 また、本研究で得られた成果は以下の国際共同研究に貢献している。 

1) EMF（エネルギー・モデリング・フォーラム：米国スタンフォード大学J.Weyant教授を中心と
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リオ）とIAMC（Integrated Assessment Model Consotium）の運営を支援した。 

3) AME（Asia Modeling Exercise）を通じて、アジアの温暖化対策の比較研究に参加している。 

4) ECOFYSのTB/BUモデル比較研究：IPCC第四次評価報告書で示された削減ポテンシャルについて、

異なるモデル間での比較を行うプロジェクトに参加した。 
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日、2月16日、3月20日） 



 

 

A-0808-35 

5) 電気新聞（2009年10月13日、10月20日、10月22日、10月27日、11月4日、11月17日、11月18日、
11月19日、11月24日、12月1日、12月14日、12月18日、2010年1月29日、2月17日、2月26日、3
月23日、3月24日、3月29日） 

6) フジサンケイビジネスアイ（2009年10月15日、10月24日、10月28日、11月25日、12月7日（2
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15) 産経新聞（大阪）（2010年3月5日、3月20日） 
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